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１．計画策定の背景と⽬的・役割・計画期間 
（１）計画策定の背景 

近年、所有者等によって適切な管理が⾏われていない空家等が、防災、衛⽣、景観等の⾯で地域
住⺠の⽣活環境に深刻な影響を及ぼしていることが全国的な社会問題となっており、本町では、空
家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するため、「桑折町空家等対策計画」（以下、「第⼀
期計画」）を平成 29 年 3 ⽉に策定し、令和 4 年度を⽬標年次として施策を推進してきました。 

総務省が 5 年ごとに実施する住宅・⼟地統計調査によると、国全体の空家数は平成 25 年から平
成 30 年の 5 年間で 29.3 万⼾（3.6％）の増加となり、空家率 13.6％は過去最⾼の数字となりまし
た。このような空家の増加現象は、少⼦⾼齢化などを要因とする⼈⼝減少と相まって、今後も続い
ていくものと考えられ、本町においても引き続き、計画的に施策を推進することが重要です。 

また、国が定める住⽣活基本計画（令和 3 年 3 ⽉ 19 ⽇閣議決定）では、賃貸⽤など⼀定の⽤途
を除いた「その他空き家」が令和 12 年には全国で 470 万⼾程度と推計されることから、利活⽤や
除却等を通じて 400 万⼾程度に抑えることが⽬標に掲げられました。 

これらの社会情勢等をふまえ、「第⼆期桑折町空家等対策計画」（以下、「本計画」）を策定し
ます。 
 

（２）計画の位置付けと⽬的・役割 
本計画は、空家等対策の推進に関する特別措置法（以下「法」という。）第 6 条に位置付けられ

る空家等対策計画です。空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針
（以下「国指針」という。）を踏まえ、本計画において、町の空家等の現状や課題を踏まえた具体
的な対策やその実施体制などを定めます。これにより、空家等が周辺の⽣活環境にもたらす深刻な
影響から、町⺠の⽣命、⾝体⼜は財産を保護するとともに、その⽣活環境の保全を図り、あわせて
空家等の活⽤を促進するため、町⺠が安⼼して暮らせるまちづくりを⽬的として、空家等に関する
対策を総合的かつ計画的に実施します。 
 

（３）計画期間 
空家等対策を中⻑期的にとらえ、住宅施策に関係する第⼆期桑折町住⽣活基本計画（令和 5 年 3

⽉策定）の中間⾒直しの時期が令和 9 年度となっていることを考慮し、本計画の期間は令和 5 年度
から令和 9 年度までの 5 年間とします。また、定期的に実態調査を実施するとともに、国勢調査等
の結果を参照しながら、本計画に対する評価や検証を⾏います。  
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【図１】本計画の位置付け 
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２．本町の⼈⼝・独⾃調査による実態把握 
（１）本町の⼈⼝・世帯数の推移と現状（国勢調査） 

本町の⼈⼝は、年々減少傾向にあり、令和 2 年で 11,459 ⼈となっています。令和 2 年と昭和 35
年を⽐較すると 60 年間で 4,355 ⼈減少しており、今後も減少傾向は続くことが予想されます。 

また、世帯数は、令和 2 年で 4,194 世帯となっており、60 年間で 1,300 世帯増加しています。
⼈⼝とは逆に増加傾向にありますが、その原因として核家族化などが考えられます。 
 
① 本町の⼈⼝推移 

 
町の⼈⼝推移（国勢調査：昭和 35 年〜令和 2 年） 

 
② 本町の世帯数推移 

 
町の世帯数推移（国勢調査：昭和 35 年〜令和 2 年）  
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③ 地区別の⼈⼝推移 
（⼈） 

 平成 7 年 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 令和 2 年 
桑 折 地 区 4,226 4,083 4,207 4,065 4,039 3,792 
睦 合 地 区 2,702 2,530 2,571 2,600 2,457 2,219 
伊 達 崎 地 区 3,005 2,864 2,684 2,432 2,230 2,070 
半 ⽥ 地 区 4,288 4,223 3,949 3,756 3,545 3,378 
総 計 14,221 13,700 13,411 12,853 12,271 11,459 

（国勢調査：平成 7 年〜令和 2 年） 
 
④ 地区別の世帯数推移 

（世帯） 
 平成 7 年 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 令和 2 年 

桑 折 地 区 1,311 1,296 1,400 1,392 1,531 1,474 
睦 合 地 区 736 720 776 808 835 806 
伊 達 崎 地 区 728 730 731 701 705 691 
半 ⽥ 地 区 1,094 1,155 1,148 1,154 1,205 1,223 
総 計 3,869 3,901 4,055 4,055 4,276 4,194 

（国勢調査：平成 7 年〜令和 2 年） 
 
⑤ 年齢別⼈⼝ 
（若年者⽐率：15 歳〜29 歳） 

 昭和 35 年 昭和 45 年 昭和 55 年 平成 2 年 
総 ⼈ ⼝（⼈） 15,814 14,723 14,901 14,692 
0 〜 1 4 歳（⼈） 4,999 3,358 3,322 2,679 
15〜 64 歳（⼈） 9,718 10,015 9,820 9,556 
65 歳 以 上（⼈） 1,097 1,350 1,759 2,454 
若年者⽐率（％） 61.5 68.0 65.9 65.1 
⾼齢者⽐率（％） 6.9 9.2 11.8 16.7 

 
 平成 12 年 平成 22 年 令和 2 年 

総 ⼈ ⼝（⼈） 13,700 12,853 11,459 
0 〜 1 4 歳（⼈） 1,944 1,547 1,200 
15〜 64 歳（⼈） 8,397 7,379 5,895 
65 歳 以 上（⼈） 3,359 3,926 4,347 
若年者⽐率（％） 61.3 57.4 51.5 
⾼齢者⽐率（％） 24.5 30.5 38 

（国勢調査：昭和 35 年〜令和 2 年） 
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（２）町内空家等実態調査 
【国指針（⼀）3：空家等の実態把握】 

本計画の策定や空家等データベースの作成にあたり基礎データを収集するため、下記により町内
全域の空家等実態調査を実施しました。（調査期間：令和 3 年 11 ⽉ 24 ⽇〜令和 4 年 3 ⽉ 28 ⽇） 
 
■調査対象の空家等 
・概ね 1 年間以上、住宅として使⽤されていない家屋等を対象として、住宅地図データ及び⽔道の

閉栓データを基に調査対象を抽出。（貸家・アパートは対象外） 
 
■調査⽅法 
・調査は家屋等の外観を⽬視により確認（敷地内への⽴⼊は⾏わず） 
・対象ごとに調査票を作成 
 
① 集計結果について（各年度空家等実態調査） 

調査の結果、町内における空家等は令和 3 年度で 131 件となっています。空家等の解消は進んで
いるものの、新たに把握した空家数が若⼲上回る状況であることから、調査を始めた平成 28 年度
から微増傾向にあります。 

調査結果を基に法第 11 条に基づくデータベースを作成し、庁内の情報共有・連携による空家等
の適正管理の啓発や活⽤対策、特定空家等への助⾔・指導等の推進を図ります。 

データベースは、空家等の追跡調査や情報提供による現地調査等に基づき、更新していきます。 
 

（件） 

 
平成 28 

年度 
（初年度） 

平成 29 
年度 

平成 30 
年度 

令和元 
年度 

令和 2 
年度 

令和 3 
年度 合計 

増加数  14 18 21 8 28 89 
市街化区域 9 11 14 4 18 56 
調整区域 5 7 7 4 10 33 
解消数 -10 -15 -19 -14 -24 -82 

市街化区域 -5 -9 -9 -8 -18 -49 
調整区域 -5 -6 -10 -6 -6 -33 
合計 124 128(+4) 131(+3) 133(+2) 127(-6) 131(+4)  

市街化区域 53 57(+4) 59(+2) 64(+5) 60(-4) 60(±0)  
調整区域 71 71(±0) 72(+1) 69(-3) 67(-2) 71(+4)  

※増加数：新たに把握した空家数 
解消数：空家が解消された数（⼊居・建替え・除却など） 
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② 地区別評価 
各地区ともに世帯数に対して、ほぼ⼀定の割合（概ね 3％）で空家が⽣じている結果となりまし

た。また、空家の⽴地状況については、幹線道路の沿線から、住宅密集地、⼭間部と幅広く点在し
ており、本町の地域性を⽰す結果となりました。 

なお、令和 3 年度の空家等総数 131 件のうち、市街化区域の空家等は 60 件となっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 空家等の状況について 

町内の空家等については、⼀部適正な管理がなされておらず、⽡や外壁の⼀部が剥落し、既に周
辺に⼀定の影響が⽣じていると考えられるもの、敷地内の樹⽊や雑草が繁茂しているものが各地区
ともに⾒受けられました。 

⼀⽅で、状態が良く、今後定期的な管理がなされれば、⼗分に使⽤や活⽤が可能なものも確認さ
れました。 
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３．計画の基本⽅針 
本計画の基本的な⽅針は、法第 6 条第 2 項及び国指針（⼆）空家等対策計画に関する事項に基づ

いて、次のとおり定めます。 
（１）対象地区・対象とする空家等の種類・計画期間 

【国指針（１）：対象地区、対象とする空家等の種類】 
【国指針（２）：計画期間】 

① 対象地区 
空家等は、昭和 56 年以前（旧耐震基準）に建築されたものを多く含み町内に点在していること

に加え、今後更なる少⼦⾼齢化による⼈⼝減少に伴って、発⽣が増加することが必然的であること
から、空家等の是正と発⽣の予防に広域的に取り組んでいく必要があるため、計画の対象地区は町
内全域とします。 
 
② 対象とする空家等の範囲 

本計画の対象とする空家等の範囲は、「空家等対策の推進に関する特別措置法」及び「空家等に
関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針」並びに「特定空家等に対する措置」
に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）に基づく空家等及び特定空家等とし
ます。 
 
③ 対策の計画期間 

本計画の計画期間は、住宅施策に関係する第⼆期桑折町住⽣活基本計画（令和 5 年 3 ⽉策定）の
中間⾒直しの時期が令和 9 年度となっていることを考慮し、令和 5 年度から令和 9 年度までの 5 年
間とします。 

  

■⽤語の定義 
 
○空家等 

建築物（住宅以外の⽤途を含む。）⼜はこれに附属する⼯作物で居住その他の使⽤がなされ
ていないことが常態であるもの及びその敷地（⽴⽊その他の⼟地に定着する物を含む。） 

 
○特定空家等 

空家等のうち、以下のような管理不全状態にあると認められるもの 
① そのまま放置すれば、倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 
② そのまま放置すれば、著しく衛⽣上有害となるおそれのある状態 
③ 適切な管理が⾏われていないことにより、著しく景観を損なっている状態 
④ その他周辺の⽣活環境の保全を図るために、放置することが不適切である状態 
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（２）基本的な対策の⽅針 
【国指針（１）：空家等の対策に関する基本的な⽅針】 

 
本町では、現に適正な管理がされていない空家等を原因とした様々な問題が発⽣しており、この

状況はさらなる⼈⼝減少と相まって、事案の増加や進⾏が予想されます。 
このような本町の地域性に鑑み、町⺠が安⼼して暮らせるまちづくりのために迅速かつ効果的な

対策を講じていくため、次の 3 つの対策を空家等対策の基本⽅針として計画を運⽤します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

空家等対策の３つの基本⽅針 

基本⽅針① 
「空家化の抑制・予防」対策 
 

地域と連携し、空家等の実態把握に努めるとともに、所有者やその家族等に対し、適正管理の
基本的な考え⽅や管理不全による諸問題、相続等による不動産の円滑な承継等に係る周知を徹底
していく中で責任意識の醸成を図りながら、町としての相談窓⼝を⼀本化することで空家化の抑
制及び予防に努めます。（空家化：所有者の事由により空家状態となってから、間もない状態） 

基本⽅針② 
「空家等の市場流通・活⽤促進」対策 
 

空家等の活⽤や流通を促進するため、建築、不動産、法律等の幅広い分野の専⾨家との連携の
もと、総合的な窓⼝として対応できる相談体制を整備します。 

また、空家バンク等による幅広い流通、地域との連携により、地域と所有者の意向のマッチン
グについて、⾏政が⽀援する仕組みを検討します。 
 

基本⽅針③ 
「管理不全状態にある空家等の抑制・解消」対策 
 

空家状態が⻑期化し、周辺の⽣活環境に悪影響を及ぼす管理不全状態にある空家等については、
現地調査や所有者確認を⾏い、空家等対策の推進に関する特別措置法に基づく助⾔、指導、勧告、
命令などの必要な措置を講じます。 

また、同法に関わらず、他法令での措置により是正が可能な場合は関係部署・関係機関と連携
しながら、空家等全般に対し、管理不全対策を講じます。 
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（３）対象となる空家等の把握の⽅針 
【国指針（３）：空家等の調査に関する事項】 

 
■平成 28 年度から毎年実施している空家等実態調査は、必要に応じて追跡調査を実施することに

より、⽼朽化や劣化の進⾏だけでなく、新たな空家等の発⽣や空家等の是正の状況把握による正
確なデータベースの整備に努めます。 

 
■町⺠や関係機関からの情報提供があった場合には、順次現地調査を⾏うこととし、他法令での措

置も視野に⼊れ、庁内で連携しながら空家等の状況把握に努めます。なお、空家等であることが
確認でき次第、データベースへの追加を⾏います。 

 
【空家等把握のフロー】 
 

①空家等データベースによるもの（追跡調査含む） 
②町⺠からの情報提供によるもの 
③関係機関からの情報提供によるもの 

 
 
 
 
 

担当課対応（ケースによっては関係課の同⾏） 
 
 
 
 
 
 

担当課から税務住⺠課に照会（データベースに追加） 
 
 
 
 
 
 

必要に応じて、⽴⼊調査を実施（担当課対応） 
 
 
 
 
  

空 家 等 実 態 調 査 
情 報 提 供 

現 地 調 査 

所有者情報の確認 

⽴ ⼊ 調 査 
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【図 2】空家等対策のイメージ 
 
 
 

  空家等 

適切に管理されていない
空家等 

【活⽤】 

流通 

リフォーム 

転⽤ 

【管理・更新】 

除却 

建替え 

維持保全 

【措置などによる改善】 

除却 

建替え 

管理継続 適切に管理されている 
【空家等】 

物的状態における課題はあるが 
特定空家等に該当しない 

【管理不全空家等】 

周辺への悪影響が⼤きい 
【特定空家等】 

適正な管理の促進 

適正な管理の促進 
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【表１】空家等における状況別の対応⽅針 
 
（イ）空家等の除却及び利活⽤について、所有者等から相談のあったもの 
（ロ）管理が不適切な空家等について、地域住⺠から相談もしくは苦情のあったもの 
（ハ）相談・苦情はないが、調査により空家等と把握できたもの 

管理状況 空家等の状態 所有者の意向 区分 対策の内容 

適切に管理され
ている空家等 

そのままで利活
⽤できる状態 

利活⽤等の計画がある ― 対策の必要なし 

利活⽤の計画がない 
（イ） 
（ハ） 

利活⽤等の助⾔及び⽀援 

そのままでは 
利活⽤できない
状態 

利活⽤等の計画がある ― 対策の必要なし 

利活⽤の計画がない 
（イ） 
（ハ） 

利活⽤等の助⾔及び⽀援 

適切な管理が 
なされていない
空家等 

地域の⽣活環境
に影響を与えて
いない状態 

利活⽤等の計画がある 
（イ） 
（ハ） 

管理指導 

利活⽤の計画がない 
（イ） 
（ハ） 

管理指導、利活⽤等の助⾔及び
⽀援 

所有者等の特定が困難な状態 
（ロ） 
（ハ） 

所有者等の調査、管理指導 

地域の⽣活環境
に影響を与えて
いる状態 

利活⽤等の計画がある 
（ロ） 
（ハ） 

除却等の助⾔及び指導 

利活⽤の計画がない 
（ロ） 
（ハ） 

除却及び利活⽤等の助⾔及び
指導 

所有者等の特定が困難な状態 
（ロ） 
（ハ） 

所有者等の調査、除却等の助⾔
及び指導、勧告、命令、代執⾏ 
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４．空家等対策の３つの基本⽅針に基づく取組 
（１）基本⽅針①：「空家化の抑制・予防」対策の取組 

【国指針（４）：所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項】 
■基本的な考え⽅ 

現在、居住⼜は使⽤している住宅・建築物、あるいは、空家等となって間もない住宅・建築物が、
相続等により次世代へ円滑に継承されるように町⺠に周知・啓発し、新たに空家等が発⽣すること
を抑制します。 

建築物の適正管理について町⺠等に周知・啓発し、建築物が管理不全状態に陥ることを予防する
とともに、空家に関する総合的な相談体制を整備します。 

 
■具体的な取組 
① 空家等の発⽣抑制に関する取組 

空家等がもたらす周辺住⺠の⽣活環境への悪影響などの諸問題を住宅・建築物の所有者に周知し、
新たな空家等の発⽣を予防・抑制します。 

現在の住まいを相続等により次世代へ円滑に引き継ぐことの重要性や⼿法等を周知し、将来にお
ける空家等の発⽣を予防します。 
② 空家等の適正管理の促進に関する取組 

空家等の管理は、所有者等に第⼀義的な責任があります。 
⽼朽化や破損状況の悪化が進⾏する前に、所有者等に対して適正管理の必要性を周知するととも

に、⽇頃の管理が難しい所有者に対しては、専⾨業者に関する情報提供等を⾏い、管理不全状態に
陥ることを予防します。 
③ 総合的な相談体制の整備 

空家等を含む住宅・建築物に関する全般的な相談や、空家等の適正管理をはじめ、活⽤・流通に
関する総合的な窓⼝として対応できる相談体制を整備します。 
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（２）基本⽅針②：「空家等の市場流通・活⽤促進」対策の取組 
【国指針（５）：空家等及び除却した空家等に係る跡地の活⽤の促進に関する事項】 

■基本的な考え⽅ 
空家等のうち市場に流通していない住宅が増加傾向にあることを踏まえ、所有者に対し、活⽤・

流通させる場合の⽅法やメリットを周知し、活⽤・流通を⽀援・促進します。 
空家等や除却後の跡地を、まちづくりやコミュニティ活動を進めるうえでの地域の資源と捉え、

地域等との連携による活⽤・流通を⽀援・促進します。 
 
■具体的な取組 
① 所有者等の活⽤意識の掘り起こしに関する取組 

町⺠、特に空家等の所有者等に対して、空家バンクなどの空家等の活⽤に関する様々な⽅法の提
案及び活⽤に必要な各種情報の提供等を⾏い、所有者等の活⽤意識の掘り起こしに取り組みます。 
② 所有者等に対する相談体制の整備 

空家等の所有者・管理者から寄せられる様々な相談に対応するため、建築、不動産、法律等の幅
広い分野の専⾨家との連携のもと、空家等の活⽤・流通に関する総合的な窓⼝として対応できる相
談体制を整備します。 
③ 地域による空家等の活⽤の⽀援に関する取組 

空家等や除却後の跡地を地域のために活⽤してもらいたい意向を持つ所有者等と地域住⺠のニ
ーズをマッチングさせ、地域の住⺠交流の場や駐⾞場、道路拡幅等の⽣活の利便性向上を⽬的に空
家等やその跡地を活⽤する場合について、⾏政が⽀援する仕組みを検討します。 

また、国県等が実施する空家等関連施策なども活⽤し取り組みます。 
 
【参考】 
◆空き家対策総合⽀援事業（国⼟交通省） 

空家法の空家等対策計画に基づき市町村が実施する空家の活⽤・除却に係る取組や、NPO や⺠
間事業者等がモデル性の⾼い空家の活⽤等に係る調査検討⼜は改修⼯事等を⾏う場合に補助。 
◆空き家再⽣等推進事業（国⼟交通省） 

空家等対策計画に定められた空家等に関する対策の対象とする地区において、居住環境の整備改
善を図るため、空家の活⽤、空家・不良住宅の除却等に取り組む地⽅公共団体に補助。 
◆「住んでふくしま」空き家対策総合⽀援事業（県） 

3 ヶ⽉以上空家バンクに登録されている住宅または3 ヶ⽉以上居住していない住宅を取得した者
で、リフォーム・建替え等完了後 3 年以上定住予定の者に補助⾦を交付。  
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（３）基本⽅針③：「管理不全状態にある空家の抑制・解消」対策の取組 
【国指針（６）：特定空家等に対する事項】 

■基本的な考え⽅ 
「３．計画の基本⽅針」の「（３）対象となる空家等の把握の⽅針」で⽰した空家等実態調査や

町⺠からの情報提供により把握した空家等について、適切な管理の促進を図るとともに必要に応じ
て、本町で定めたガイドラインに基づき、特定空家等と判断された場合は、法に基づく助⾔・指導、
勧告などの必要な措置を講じます。 

空家等の周辺の状況から、危険等を緊急的に回避する必要がある場合は、適切に緊急安全措置を
講じます。 
 
■具体的な取組 
① 所有者等の責務の明確化 

空家等の管理は、所有者等に第⼀義的な責任があることから、空家等を適正に管理することをは
じめ、空家状態の解消に努めるなど、空家等の所有者及び管理者の責務を明らかにします。 
② 効果的な実施体制の整備 

空家等を含む住宅・建築物に対する町⺠や所有者等からの相談窓⼝を⼀本化し、情報の⼀元管理
を⾏うとともに、管理不全の状態に応じて効果的な対策が実施できる体制を整えます。 

また、関係機関等と連携を図りながら、地域の実情を踏まえた効果的な措置を講じることができ
る体制を整えます。 
③ 空家等に対する必要な処置の実施 

空家等実態調査や町⺠からの情報提供により把握した空家等については、現地調査を⾏うことと
します。また、必要がある場合は、⽴⼊調査を⾏うこととします。 

⽴⼊調査の結果、空家等の周辺の状況から緊急的に危険等を回避する必要がある場合には、緊急
安全措置を講じます。なお、空家等の管理は原則として、所有者等に責任があることから、緊急安
全措置に係る費⽤については、所有者等に請求するものとします。 
④ 特定空家等に対する必要な措置の実施 

特定空家等に対しては、法に基づく助⾔・指導・勧告・命令・⾏政代執⾏等の措置を実施し、管
理不全状態の解消に向けた取組を⾏います。特定空家等に対する措置の流れは、P.16 に⽰すとおり
です。 

なお、特定空家等の所有者への勧告を⾏った場合は、特定空家等に係る敷地について固定資産税
の住宅⽤地特例を除外します。固定資産税の軽減措置から除外される勧告を受けても改善しない場
合、改善命令を⾏います。対応しない場合、五⼗万円以下の罰⾦が科せられる可能性があります。
最終的に⾏政代執⾏による解体の措置を実施し、措置に係る費⽤については、所有者等に請求する
ものとします。 

また、特定空家等の建材が周辺に⾶散し道路上に落下しているなど、緊急的に危険等を回避する
必要がある場合は、緊急安全措置を講じます。なお、空家等の管理は原則として、所有者等に責任
があることから、緊急安全措置に係る費⽤については、所有者等に請求するものとします。 
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【参考】 
◆固定資産税の住宅⽤地特例 

 ⼩規模住宅⽤地 
（200 ㎡以下の部分） 

⼀般住宅⽤地 
（200 ㎡を超える部分） 

固定資産税の 
課税基準 1/6 に減額 1/3 に減額 

 
◆空家等対策の関係法令 

 対象・状況 ⾏政上の措置 

建築基準法 
著しく保安上危険であり、⼜は著
しく衛⽣上有害と認められる場
合 

除却、修繕等の保安上⼜は衛⽣上
必要な措置を命令 

消防法 
屋外における⽕災予防上危険な
もの（⽕災の危険が迫っている場
合のみに限定） 

屋外の延焼のおそれのあるもの
の除去等を命令 

道路法 
認定区域内に⽣じている道路の
交通に⽀障を及ぼすおそれのあ
る⾏為 

⼯作物等の除却その他必要な措
置を命令 

廃棄物の処理及び清掃
に関する法律 

⾃⼰所有地でごみ（⼀般廃棄物と
明らかなもの）を不法に処分して
いる場合 

除却等の必要な措置を命令 

廃棄物の不法投棄によって、⽣活
環境の保全上⽀障がある場合 

所有者に予防措置を指導すると
ともに、不法投棄を⾏った者に対
し除去等を命令 

空家等対策の推進に関
する特別措置法 空家等対策の全般に関するもの 

計画策定、⽴⼊調査、固定資産税
情報などの利⽤、データベースの
整備、特定空家等への助⾔⼜は指
導、勧告、命令、代執⾏等 
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【図 3】特定空家等（空家等）に対する措置 

  空
家
等 

ガイドラインに基づき、 
特定空家等に該当するか否かの判断 

改善が⾒られない 
場合は、繰り返し⾏う 

管
理
不
全
空
家
等 

特
定
空
家
等 

空家等実態調査 
情報提供 

現地調査 

・庁内検討委員会 
・空家等対策協議会 

所有者情報の確認 

⽴⼊調査（必要に応じて） 

⾏政代執⾏ 
（法第14条第9項） 

命令 
（法第14条第3項） 

勧告 
（法第14条第2項） 

緊急に危険等を回避する 
必要がある場合 

助⾔・指導 
（法第14条第1項） 

略式代執⾏ 

該当する 

該当しない 

緊急安全措置等 

改善されない場合 

措置を取らない場合 

・措置を履⾏しないとき 
・履⾏しても⼗分でないとき 
・期限までに完了する⾒込みがないとき 

所有者不明 

適正管理促進 
対応がない 

・空家等実態調査 
・町⺠からの情報提供 
・関係機関からの情報提供（他法令の規制外） 

・データベース登録 
・所有者の確認 

【利活⽤の観点】 
・活⽤可能な物件の所有者に対し、 
空家バンクへの登録などのアプローチ 

【是正措置の観点】 
・他法令での対策を講じるか判断 

・⽂書による戒告、再戒告 
・代執⾏令書による通知 
・費⽤の徴収 

・住宅⽤地特例の除外 

・所有者等への事前通知 
・公開による意⾒の聴取 
・命令の実施 
・標識の設置及び公⽰ 

・事前の公告 
・費⽤の徴収 

財産管理⼈の 
選任⼿続等 

過失なく所有者を 
確知できない場合 

※「勧告」以降の措置について、
必要に応じて顧問弁護⼠、 
司法書⼠に相談する。 

意⾒聴取 

意⾒聴取 
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５．空家等対策の実施体制 
（１）町⺠等からの相談への対応 

【国指針（７）：住⺠等からの空家等に関する相談への対応に関する事項】 
■基本的な考え⽅ 

空家等になる要因は、所有者等の状況により、様々なケースが考えられます。また、所有者 
や管理者だけでは解決できない課題も多く抱えています。 
このため、例えば所有者に対しては空家等の活⽤、⼜は除却等についてノウハウなどの各種 
情報を提供できる相談体制を整備します。 
また空家等が抱える問題は、所有者や管理者だけではなく、地域のまちづくり上の課題でもある

ので、⾏政はもとより、建築や不動産に関わる関係団体のほか、地域コミュニティの核である各町
内会とも連携し、総合的な対策に取り組みます。 
（２）相談窓⼝と実施体制 

【国指針（８）：空家等に関する対策の実施体制に関する事項】 
■基本的な考え⽅ 

今後、本町における空家等の総数はますます増加することが予想されます。 
これに伴って、町⺠からの苦情や問い合わせ、相談等の件数も増加が予想され、住⺠からの相談

への対応については、効率的な⾏政運営や町⺠への⾏政サービス向上の観点から、相談窓⼝の⼀本
化を図るとともに、関係機関や庁内関係課間での情報の共有・⼀元化を進め、総合的かつ計画的な
対策の検討・実践に取り組みます。 

【図 4】空家等対策の実施体制 
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相談窓⼝の⼀本化 

 
・法務局 
・⼟地家屋調査⼠会 
・建築⼠事務所協会 
・社会福祉協議会 
・桑折町商⼯会 

データベースの整備 
情報の集約・⼀元管理 

必要がある場合：顧問弁護⼠や司法書⼠等に相談 

空家等を含む住宅・建築物に関する全般的なアドバイス 
主に空家特措法による対応 

情報提供 
活⽤の提案 

対応依頼・報告 

・税務住⺠課 
・健康福祉課 
・産業振興課 
・⽣活環境課 

庁内関係課 
税務関係の相談 

他法令による対応 

所
有
者 

等 

具体的な 
施策の検討 

関係機関 専⾨的アドバイス 
維持管理サポート 

空家 
バンク等 

活⽤・流通の促進 
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【表 2】 空家等対策に係る庁内担当課 
 

課 名 関係所管業務 連絡先 

税 務 住 ⺠ 課 ⼟地家屋所有者・⼾籍・税制 582−2114 

健 康 福 祉 課 ⾼齢者福祉 582−1133 

産 業 振 興 課 
衛⽣ 有害⿃獣 
活⽤ 農業関連 

582−2126 

⽣ 活 環 境 課 
防災 防犯・防⽕ 
衛⽣ 害⾍（動物）・ゴミ・雑草等 

582−2123 

建 設 ⽔ 道 課 

事務局：空家等対策協議会・庁内検討委員会 
活⽤ 総合的⼟地利⽤、定住促進・交流関連 
⽣活環境 公道影響（⽴⽊・雑草等） 
⽔道使⽤者 

582−2127 
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６．その他空家等対策の実施に向けた取組 
【国指針（９）：その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項】 

（１）計画内容の実施 
■基本的な考え⽅ 

本計画は、本町における空家等対策の基本的な⽅針を⽰したものであるため、計画内容の実施に
おける各種施策については、桑折町空家等対策庁内検討委員会において、協議するものとします。 
 
■具体的な取り組み 
① 実効性のある施策の協議 

計画期間における空家等対策の推進に向けた各年度の実効性のある施策については、関係各課で
構成される庁内検討委員会において、予算措置と併せた協議をするものとします。 

空家等対策の 3 つの基本⽅針に基づく取組においては、空家等の所有者等の意向確認を基に、施
策を協議するものとします。 

空家等対策に係る町条例の制定については、必要に応じて、施策と併せて検討していきます。 
 

（２）計画内容の⾒直し 
■基本的な考え⽅ 

本計画は、空家等対策の実施に関し、必要な事項を定めておりますが、年⽉の経過により新たに
特定空家等が発⽣する可能性や、町⺠のニーズの変化による新たな視点からの活⽤⽅法の検討の必
要性も⾒込まれるため、定期的にその内容の⾒直しを⾏い、適宜必要な変更を⾏うように努めるも
のとします。 
 
■具体的な取り組み 
① 計画内容の⾒直し 

計画期間が終了する令和 9 年度に、期間や具体的な取り組みなどの計画内容について⾒直し、計
画内容の改定を⾏います。なお、前述に関わらず、必要がある場合には随時、計画内容の改定を⾏
います。  
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① 空家等対策の推進に関する特別措置法 
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② 空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針 

 



 

−24− 

 

 



 

−25− 

 

 



 

−26− 

 

 



 

−27− 

 

 



 

−28− 

 

 



 

−29− 

 

 



 

−30− 

 

 



 

−31− 

 

 



 

−32− 

 

 



 

−33− 

 

 



 

−34− 

 

 



 

−35− 

 

 



 

−36− 

 

 



 

−37− 

 

 



 

−38− 

 

 



 

−39− 

 

 



 

−40− 

 

 



 

−41− 

 

 



 

−42− 

 

 



 

−43− 

③ 「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン） 
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④ 桑折町特定空家等に関するガイドライン 

 



 

−88− 

 

 



 

−89− 

 

 



 

−90− 

 

 



 

−91− 

 

 



 

−92− 

 

 



 

−93− 

 

 



 

−94− 

 

 



 

−95− 

 

 



 

−96− 

 

 



 

−97− 

 

 



 

−98− 

 

 



 

−99− 

 

 



 

−100− 

 

 



 

−101− 

 

 



 

−102− 

 

 



 

−103− 

⑤ 桑折町空家等対策協議会設置要綱 
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⑥ 桑折町空家等対策庁内検討委員会設置要綱 
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⑦ 桑折町空家等除却⼯事補助⾦交付要綱 
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